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（２６－１）地方財政の充実・強化を求める意見書の提出を求める請願（請願） 

 

地方自治体は、子育て支援策の充実と保育人材の確保、高齢化が進行する中での医療･

介護などの社会保障への対応、地域交通の維持など、果たす役割が拡大する中で、人口減

少対策を含む地方版総合戦略の実行やマイナンバー制度への対応、大規模災害を想定した

防災･減災事業の実施など、新たな政策課題に直面しています。 

 一方、地方公務員をはじめとした公的サービスを担う人材が限られる中で、新たなニー

ズへの対応と細やかな公的サービスの提供が困難となっており、人材確保を進めるととも

に、これに見合う地方財政の確立を目指す必要があります。 

政府の「骨太の方針２０１８」では「（地方の）一般財源総額について２０１８年度

地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保する」とされ、２０１９年度

の地方財政計画でも、一般財政総額は６２兆７０７２億円（前年比＋１.０％）となり過

去最高水準となりました。 

 しかし、一般財源総額の増額分も、保育の無償化などの国の政策に対応する財源を確保

した結果であり、社会保障費関連をはじめとする地方の財政需要に対応するためには、さ

らなる地方財政の充実･強化が求められています。 

 このため、２０２０年度の政府予算と地方財政の検討に当たっては、歳入･歳出を的確

に見積もり、人的サービスとしての社会保障予算の充実と地方財政の確立を目指すことが

必要です。 

 以上のことから、貴議会におかれましては、下記事項について国及び関係機関に対して

意見書を提出していただきたく、ここに請願いたします。 

 

記 

１ 社会保障、災害対策、環境対策、地域交通対策、人口減少対策など、増大する地方自

治体の財政需要を的確に把握し、これに見合う地方一般財源総額の確保を図ること。 

２ 子ども･子育て支援新制度、地域医療の確保、地域包括ケアシステムの構築、生活困

窮者自立支援、介護保険制度や国民健康保険制度の見直しなど、急増する社会保障ニ

ーズへの対応と人材を確保するための社会保障予算の確保及び地方財政措置を的確に

行うこと。とりわけ、保育の無償化に伴う地方負担分の財政確保を確実に図ること。 
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３ 地方交付税における「トップランナー方式」の導入は、各地域の人口規模･事業規模

の差異、各自治体における検討経過や民間産業の展開度合いの違いを無視して経費を

算定するものであり、廃止・縮小を含めた検討を行うこと。 

４ 「まち･ひと･しごと創生事業費」として確保されている１兆円について、引き続き同

規模の財源確保を図ること。 

５ ２０２０年度から始まる会計年度任用職員の処遇改善のための財源確保を図ること。 

６ 森林環境譲与税の譲与基準については、地方団体と協議を進め、林業需要の高い自治

体への譲与額を増大させるよう見直しを進めること。 

７ 地域間の財源偏在性の是正のため、偏在性の小さい所得税･消費税を対象に国税から

地方税への税源移譲を行うなど、抜本的な解決策の協議を進めること。同時に、各種

税制の廃止、減税を検討する際には、自治体財政に与える影響を十分検証した上で、

代替財源の確保をはじめ、財政運営に支障が生じることがないよう対応を図ること。 

８ 地方交付税の財源保障機能･財政調整機能の強化を図り、市町村合併の算定特例の終

了を踏まえた新たな財政需要の把握、小規模自治体に配慮した段階補正の強化などの

対策を講じること。 

９ 依然として４兆円規模の財源不足があることから、地方交付税の法定率を引き上げ、

臨時財政対策債に頼らない地方財政を確立すること。 

１０ 自治体の基金残高を、地方財政計画や地方交付税に反映させないこと。 
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（２６－２）国の責任による３５人学級推進と、教育予算の増額を求める請願

（請願）  

 

 ２０１１年、衆議院・参議院ともに全会一致で義務教育標準法が改正され小学

校１年生に３５人学級を導入することが決まりました。併せて附則で小学校２年

生以降順次改訂することを検討し、財源確保に努めると定めました。しかし、翌

年の２０１２年は法改正ではなく加配で小学校２年生を３５人学級としました。

その後は改善がなされていませんが、２０１７年の法改正での附帯決議では、学

級編成の標準を３５人に引き下げることなどが特段の配慮をするものとされてい

ます。  

 長野県では２０１３年に３０人規模学級（３５人基準）を中学校３年生まで拡

大し、小中学校全学年が３５人学級となりました。しかし、義務教育標準法の裏

付けがないため、国の加配等を利用しながら予算的にやりくりしているため、小

学校では本来配置されるはずの専科教員が配置されなかったり、学級増に伴う教

員増の多くを臨時的任用教員の配置により対応していたりするなど、課題も多く

残されています。  

 国が義務教育標準法を改正することにより計画的に３５人学級を進めていくこ

とで、小学校の専科教員等を基準に沿って正規で配置することができるようにな

ります。  

 また、長野県では少子化が進む中で、県や市町村が独自に教員を配置するなど

して複式学級を解消していますが、地方自治体の財政的負担は大きなものとなっ

ています。児童生徒数が少ない市町村においても行き届いた教育を実現するた

め、国の責任において複式学級を解消するよう学級定員を引き下げることが大切

であると考えます。  

 いじめや不登校、生徒指導上のさまざまな問題への対応など多様化する学校現

場において、教員が一人ひとりの子どもと向き合い、行き届いた授業、きめ細や

かな対応を可能にするためには少人数学級は欠かせません。このためには厳しい

財政状況の地方公共団体に負担を強いることなく、国の責任において早期に３５

人学級を実現する必要があると考えます。  
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 以上のことから、貴議会におかれましては、下記事項について国及び関係機関

に対して意見書を提出していただきたく、ここに請願いたします。  

 

記  

１ どの子にも行き届いた教育をするために、国の責任による３５人学級の計画

的推進と教育予算を増額すること。  

２ 国の複式学級の学級定員を引き下げること。  
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（２６－３）義務教育費国庫負担制度の堅持を求める請願（請願）  

 

 義務教育の無償化は、憲法に規定されている大切な原則です。この原則を守る

ために義務教育費国庫負担制度が１９５３年（昭和２８年）に成立しました。そ

れまで県・市町村の負担であった学校の教育活動費、人件費を含む必要経費が国

の負担となり、教育の機会均等が保障され教育条件の差がなくなり、保護者負担

も大きく減りました。  

 しかし、１９８５年（昭和６０年）から政府は教育の質的論議を抜きに、国の

財政状況を理由として、次々と対象項目を外し、一般財源化してきました。ま

た、２００６年（平成１８年）に「三位一体」改革の議論の中で、義務教育費国

庫負担制度は堅持されたものの、費用の負担割合については２分の１から３分の

１に引き下げられました。減らされた国庫負担金は一般財源として地方に交付税

のかたちで配分されていますが、地方交付税そのものが減らされており、地方財

政を圧迫する状況が続いています。今後さらに３分の１とした国庫負担金の割合

が、恒久措置ではなく、制度廃止も含めた検討がなされる可能性もあります。  

 この制度は、教育の機会均等とその水準の維持・向上を図る制度として現行義

務教育制度の重要な根幹をなしています。国が、財政的な責任を果たさなけれ

ば、都道府県・市町村による教育条件格差ができてしまい、住んでいる地域によ

って教育の質に差ができる事態が生まれかねません。  

 私たちは、自治体の財政力によらず子どもたちが等しく教育を受ける権利を保

障するために義務教育費国庫負担制度を堅持・拡充すべきであり、国庫負担率を

３分の１から２分の１へ再び戻すべきと考えています。  

以上のことから、貴議会におかれましては、教育水準の維持・向上を図り、県

や市町村の財政状況による教育格差が広がらないよう、下記事項について国及び

関係機関に対して意見書を提出していただきたく、ここに請願いたします。  

 

記  

１ 教育の機会均等とその水準の維持向上のために必要不可欠な義務教育費国庫

負担制度を堅持し、負担率を２分の１に復元すること。  
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（２６－４）沖縄県名護市辺野古における米軍新基地建設の中止を求める請願

（請願）  

 

沖縄県名護市の米軍基地建設をめぐる政府と沖縄県の対立は､一地方の出来事と

して看過できない地方自治の根本にかかわる問題です。  

 沖縄県民の「辺野古新基地建設ノー」という意志は､衆参両院の国政選挙・補欠

選挙をはじめ、知事選挙や県民投票などで明確に示されています。２０１８年９

月には翁長雄志前知事の遺志を受け継いだ玉城デニー知事が過去最多の得票数で

当選し、翌年２月に行われた辺野古埋め立ての賛否を問う県民投票では、反対票

が投票総数の７割を超えました。  

 しかし、日本政府はこうした沖縄県民の民意に向き合おうとはせず、２０１７

年４月には、抗議する市民を暴力的に排除しながら護岸工事に着手しました。沖

縄県が２０１８年８月に辺野古沿岸部の埋め立て承認を撤回すると、不服審査請

求などの対抗措置をとって工事を再開し、同年１２月には土砂投入まで強行しま

した。軟弱地盤の存在で工期も工事費も見通せないばかりか、サンゴ移植などの

環境保全対策も全く不十分な中、辺野古基地の既成事実化を図ろうとし、なりふ

りかまわず工事を強行しようとする安倍政権の恫喝的な対応は、県民の民意と沖

縄の自治を何重にも踏みにじる暴挙であり、断じて許されません。  

 地方自治体は、国家とは別の人格を持ち、中央政府とは対等の立場にあるにも

かかわらず、日本政府には地方自治を尊重し対話しようとする姿勢が見られませ

ん。全国知事会は２０１８年７月、米軍基地負担に関する提言を取りまとめ、日

米地位協定の抜本的見直しや基地の整埋、縮小、返還などを求めています。普天

間飛行場は一刻も早く閉鎖、撤去を行ない、県内への移設を断念すべきです。  

 以上のことから、貴議会におかれましては、下記事項について国及び関係機関

に対して意見書を提出していただきたく、ここに請願いたします。  

 

記  

１ 辺野古新基地建設工事を直ちに中止すること。  

２ 沖縄県民の民意を踏まえ真摯な話し合いを行なうこと。  
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（２６－５）消費税の複数税率導入中止を求める陳情（陳情）  

 

今、日本経済は深刻な状況にあります。内閣府は３月の景気動向指数の基調判

断を、景気後退の可能性が高いことを示す「悪化」に下方修正しました。このよ

うな経済状況の中で消費税を予定通り増税するのは、あまりにも無謀と言えま

す。今回の消費税率１０％への増税では、複数税率制度やポイント還元制度など

が目玉として取り上げられています。政府は「痛税感を抑えるため」と言います

が、軽減とは名ばかりの８％据え置き税率であり、決して負担が軽くなるわけで

はありません。  

その内容は、複数税率の対象品目の線引きや、キャッシュレス決済時の「ポイ

ント還元」のためのＱＲコードの統―規格、「プレミアム付き」商品券の発行は

９月３０日までに生まれた２歳以下の子どもがいる世帯にするなどです。  

また、ポイント還元制度も全く浸透しておらず、世論調査ではポイント還元制

度について７５％以上の人が「分かりにくい」と回答しています。買う側にも売

る側にも分かりにくく、煩雑なことがいよいよ浮き彫りになってきています。  

特に、中小零細業者の事務負担は深刻です。政府は、複数税率対応のレジスタ

ーやキャッシュレス対応機器などに補助金を出して普及を進めていますが、それ

でも中小零細業者にとっては重い負担であり、また制度への不安により導入が進

んでいません。  

「痛税感を抑えるため」と自身で言うように､過去の増税後の結果からしても消

費税率１０％への増税後の景気低迷は明らかです。さらに安倍首相は、「増税分

はすべて国民にお返しする。」と言っていますが、返すくらいなら増税しなけれ

ばいいのです。そのための対策で国民負担・混乱が増すようなことがあれば本末

転倒です。消費税の複数税率導入は買う側（消費者）・売る側（企業等）への理

解と配慮、環境整備が十分に進まない状況においては、多くの混乱と深刻な打撃

を与えます。  

以上のことから、貴議会におかれましては、国民生活、事業経営に不安と混乱

を招く消費税の複数税率導入を中止するよう国及び関係機関に対して意見書を提

出していただきたく、ここに陳情いたします。  
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（２６－６）消費税の適格請求書（インボイス）保存方式導入中止を求める陳情

（陳情）  

 

２０１９年１０月から消費税率が１０％に増税される予定です。同時に食料品

などは８％の軽減税率が適用され、消費税は複数税率となります。さらに、それ

に伴い適格請求書（インボイス）保存方式が導入されます。  

この制度では消費税の仕入税額控除の要件として、適格請求書発行事業者の登

録番号が記載された請求書などの書類の保存が義務付けられます。これにより、

課税売上１ ,０００万円以下の零細な事業者が取引から排除される状況になりま

す。登録申請をした場合、消費税の申告、納税の義務が発生します。建設業の一

人親方事業者の場合、税込みの年間売上５００万円を簡易課税制度で計算する

と、その税額は１８１ ,７００円になります。  

約５００万とされる免税事業者、いわゆる中小零細業者にとって、これ以上の

負担増は、格差と貧困をさらに拡大し、地域経済に深刻な打撃を与えます。さら

に、日々の記帳や決算などの実務も煩雑かつ膨大なものになっていくことが考え

られ、負担は納税だけにとどまりません。  

以上のことから、貴議会におかれましては、中小零細業者の事業経営に悪影響

を及ぼす消費税の適格請求書（インボイス）保存方式導入を中止するよう国及び

関係機関に対して意見書を提出していただきたく、ここに陳情いたします。  
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